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2022/12/05 新聞労連・伊藤明弘 

2022 新聞社の経営分析_15 年分析ブック 

取扱説明書 

 

 2023 春闘へ向けての経営分析のお手伝いをするために、「2022 新聞社の経緯分析_15 年分析ブック」

をエクセルファイルで提供します。 

 このファイルを使えば、自分の会社の経営状況を、新聞協会の調査「新聞社の経営動向」の 39 社固定

サンプルデータ（2007～2021 年）と比較しながら分析できます。 

 

★なぜ 15 年分析なのか ～リーマンショックの影響を避ける 

 会社は常に、団交などで「対前年比」の数値にこだわり、昨年に比べて今年の業績が悪いこと、などを

強調します。しかし、経営状況の本当のところは、昨年度比較だけでは見えてきません。 

 例えば、39 社の売上データのグラフを見ると、強い下降トレンドが持続している中で、2012 年だけな

ぜかちょっとだけ売上高に対前年比上昇がみられます。この部分だけを見て「これから売上はＶ字回復に

向かう」と判断する人はいないと思いますが（もちろん、なぜそうなっているのかの原因を考えることは

非常に大切です）、そうしたことも 15 年分のデータをグラフ化してまとめて観察することによって、簡

単にわかるのです。 

 特に、個別の会社の経営状況となると、39 社データのような平均化される数値と違って、各社の個別

事情によって毎年の変化は大きなものになります。そこを見逃さずに読み解き、的確な判断をするために

は、どうしても 10 年以上のデータが必要です。 

 面倒がらずに是非、この春闘へ向けての準備期間に、15 年分の自分の会社のデータを観察することを

お勧めします。そして、このエクセルファイルを次期の執行部に引き継げば、いずれ 20 年、30 年分のデ

ータが蓄積されていくのです。 

 もう一つの理由として、たとえば 10 年分析にしてしまうと、2012 年度のデータを起点にその後の比

較をすることになり、リーマンショックの大きな落ち込みの影響や、地域によっては東日本大震災の影響

を受けてしまうためです。また、データの蓄積という意味においても、今後も当面は 16 年、17 年…と分

析年数を積み重ねていこうと思います。 

 本ファイルを使用する場合に、必ずしも 15 年間のデータを入力しなくてもかまいません。入力された

データからのグラフが、各シートには描画されるはずです。あるいは、時にデータが抜けている年度が会

ってもかまいません。そういう時は、とりあえず前後の年度のデータの平均値を入力してみてください。

それでも大まかな経年変化の傾向は把握できます。その場合、この年度が仮想データであるとわかるよう

に、データのシートの当該年度の列に適当に色を付けておくことをおすすめします。後日当該年度のデー

タを何らかの形で入手できたときに、入力すれば良いのです。 

※「わが社」データは 2022 年度決算値まで入力できます。12 月または 2023 年 3 月に決算が発表された

ら入力してください。39 社との比較はできませんが、自社の経年推移グラフは最新情報を描画します。 
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★分析に必要なデータの入手方法 

 会社から、毎年の株主総会の議案として配布される事業報告書が示される場合は、それを使ってくださ

い。報告書の中には、必ず損益計算書と貸借対照表が掲載されています。この二つの表から、分析ファイ

ルに使う数値はほとんど拾えると思います。 

 広告収入や販売収入、人件費などは事業報告書に一般的に記載されませんので、団交等で聞き出してし

っかりメモして数値を使ってください。 

 社によっては、証券取引法に定める「有価証券報告書」を作成・開示している場合があります。その場

合は金融庁が主管するＷＥＢサイト「ＥＤＩＮＥＴ」で詳細な報告書がダウンロードできます。 

 経営が組合に経営情報を開示しない場合でも、「新聞之新聞」「文化通信」などのマスコミ業界専門紙に

株主総会の記事が掲載される折に、損益計算書と貸借対照表がそのまま掲載される例があります。そうし

たものもご活用ください。 

 いずれにしても、会社から労働組合にきちんと事業の状況の情報を開示させることが最も大切です。私

たちは、退職金はもちろん、夏冬の一時金、毎月の賃金と期間の長短はあっても、常に労働債権を保有す

る（賃金は必ず後払いですから）「債権者」です。会社は債権者に経営情報を開示する法的義務がありま

す（会社法 442 条 3 項）。また、会社が賃金の不利益変更提案や、要求を大きく下回る賃上げ回答や一時

金回答をしてきた場合に、団交でその根拠となる経営資料の開示を請求することができ、会社がこれを拒

否すると不誠実団交になります（労働組合法 7 条 2 項）。 

まるで重要機密であるかのように頑なに開示を拒む経営者については、徹底的にその態度を批判し、必

要な情報をきちんと提供してもらいましょう。 

 

 

★使い方 

 

 ファイルを開くと、最初にこんな画面が出てきます（と思います。環境によって異なります）。 

 「新聞社の経営動向」15 年分のデータがすでに入力されています。 

 下のタブで、赤くなっている「わが社」をクリックすれば、わが社のデータを入力するためのシートが
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表示されます。 

 

 このシートの該当する白いセルに、わが社の数値を入力していきます。わかるところだけで結構です。

極端な話、売上と利益しかわからなくても、入力する価値があります。売上高利益率の 12 年分の推移が

みられるだけでも、説得力ある要求の根拠になり得ます。 

 画面をスクロールして下の方を見ると、黄色いセルの部分が出てきます。黄色いセルには、数値を自動

的に計算する関数が入力されていますので、ここに直接数字を入力しないよう、ご注意ください。 

 

 

入力が終わったら、「売上」から「回転率」までのタブをクリックしてみてください。それぞれグラフが

表示されます。 
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★部数を比較してみよう 

 おまけで、部数比較シートをつけています。下のタブ「各社部数」をクリックしてみてください。 

 

 自社のデータとともに、比較したい他社の部数を、上の表に入力してください。そうすると、右のグラ

フに部数の実数、下のグラフに 2007 年部数を 100 とした場合の各社比較のグラフが生成されます。 

 下段の表は、下のグラフの計算用なので、「#DIV/0!」が表示されているセルには、直接数値を入力し

ないようご注意ください。 

 参考に入っている「全国日刊紙合計（朝刊）」の数値は、各年 1 月度のＡＢＣ協会発表の数値です。 
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★慣れてきたら、入力項目やグラフを加えていこう 

 使い方に慣れてきたら、「わが社」のシートに設定されていない項目、例えば損益のところに「事業収

入」とか「印刷受託収入」を加えるとか（その場合「その他の収入」のところの関数も変えてくださいね）、

様々な分析指標のグラフを追加するなど、色々工夫して使ってみてください。 

 グラフの追加は、例えば単純な「売上高人件費率」のグラフが載っているシートをコピーし、グラフの

上に張り付けられているデータの参照先（39 社データのシートと、わが社データのシート、それぞれあ

ります）を「売上高人件費率」から別のデータ、例えば「営業費用人件費率」などに変えてやれば、簡単

に新しいグラフが描画されます（シートの名前を変更するのを忘れずに）。 

 

 マクロも何も使用していない、ごく平凡なエクセルのファイルですから、普通のエクセルの知識があれ

ば、自由に加工できると思います。 

 

★使い方についてのご質問、組合員向け勉強会のご依頼等は、新聞労連・伊藤までメールでどうぞ。 

 

ito@shimbunroren.or.jp 

 

 それでは、2023 春闘での貴労組のご奮闘を祈ります。 

 


